


● 日本の高度経済成長と工学系人材育成

出所：文部科学省「学校基本調査」及び伊藤彰浩「高度成長期と技術者養成教育」（2013）をもとにJICAで作成
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　開発途上国における高等教育は、過去10年間で量的に大きく拡大し、

就学者数・就学率ともに増加しています。その要因には、産業高度化・知

識社会化に対応する高度人材への需要の高まりや、初中等教育の拡充に

よる高等教育進学希望者の増加があります。

　他方で、高等教育の量的拡大は、工学系教育の量的・質的な拡充には

必ずしもつながっていません。多くの開発途上国では、経済発展につな

がる工学系人材育成を重点政策にあげていますが、厳しい財政状況下に

ある国も多いため、量的拡充は人文社会系を中心に行われているのが現

状です。また、工学系教育の質の担保・向上に必要な教員の育成、施設機

材の整備、研究資金の確保が不十分なため、教育や研究の質低下が課題

となっています。

　開発途上国では、実験・実習機材の不足、研究資金の不足等に起因して、

座学・暗記中心の教育が行われていることが多く、産業界が求める実践力・

応用力のある人材の育成が難しいことが課題となっています。

開発途上国における高等教育の拡充と工学教育の課題

な関係性が発生することにより、学生のコミュニケーション能力、協調性、
マネジメント能力、リーダーシップが育まれます。このように能力を備
えた人材は、卒業後、企業においても大変高い評価を得ているのです。

そこでJICAでは、留学生の受け入れや途上国の工科系大学の新設・強化

プロジェクトを実施する際、日本の工学教育の特徴であるLBEを積極的

に推進しています。取り組みにあたっては、研究室での活動に加え、コ

ースワークの充実、前提となる教員の研究力・指導力の強化、研究機材

の整備・維持管理、等について同時に支援を行っています。

　「質を伴った工学系人材の育成」は、開発が進む途上国で大きなニー

ズとなっており、JICAは「研究室中心教育（LBE: Laboratory-Based 

Education）を取り入れた支援を行っています。欧米などではコースワ

ークや個別指導が中心であるのに対し、日本の工学系大学は、研究室

（Laboratory）を活動単位とした研究重視の体制をとっています。教授

をトップに、博士課程を修了した研究員（ポスドク）、大学院生、学部

４年生などがチームとなり、研究を通じた実践的な教育が行われていま

す。LBEにより、座学だけでは獲得困難な、高い専門性と研究能力、問

題解決能力を備えた工学系人材が育成されています。また研究室内では、

教員が学生を指導するだけでなく、学生が教員の研究活動を手伝う、先

輩学生が後輩学生を指導する、同学年の学生間で学びあうといった様々

日本の工学教育の特徴： 研究室中心教育（LBE: Laboratory-Based Education）

　開発途上国の発展には、様々な面での取り組みが必要ですが、人材育

成は必要不可欠な要素の一つです。特に、インフラ開発や産業開発の推

進や、防災、気候変動対策、エネルギー問題など地球規模課題への対応

には、質の高い工学系人材が必要とされています。

　戦後日本の飛躍的な経済発展の要因の一つに、質の高い工学系人材を

多数育成したことがあげられます。日本では1950年代後半から1960年

代後半にかけて、理工系大学の急速な拡充が図られ、その中で育成され

た工学系人材が高度経済成長を支えたのです。

開発途上国の発展と工学系人材の育成
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　他方、多くの開発途上国においては、人口100万人あたりの研究者数

が先進国の10人以上に対し、0.1 ～ 1人程度と低水準に留まっているこ

とからも分かるように、工学系人材の育成が遅れています。工学系人材

の不足は、産業基盤の未発達や低い生産性の要因となり、1990年代末

のアジア通貨危機の際に指摘されたように、開発途上国の経済発展の脆

弱性につながっています。そのため、工学系人材を育成する高等教育の

拡充が必要とされています。

研究室中心教育
（LBE）のイメージ

●LBEに対する国内外での評価
【国外の評価】
●教員の下で先輩、後輩が助けあって問題を解決するLBEを軸に実践的な人材を育てたい。卒業生には、日本式の工学教育で培った思考力や規律を、

  企業で活かして欲しい。（マレーシア日本国際工科院　ルビア院長）
●本大学では、日本の工学教育の経験に基づく実践的な教育を提供している。修了生は実用的技術に強く、日本人から学んだ優れた倫理観に基づ
  く勤勉性や真摯な姿勢などから、企業からも即戦力としての期待が高く、成長の可能性を秘めた学生が多いとの評価を得ている。
  （ケニア・ジョモケニアッタ農工大学　インブカ学長）

●留学先の日本の研究室で、次世代育成の大切さを学んだ（インドネシア・ガジャマダ大学　ルーカス助教）　

【国内の評価】
●日本型の研究重視の教育のメリット（JICAによる日本の工学系大学関係者向け調査結果）
  ▶高い専門性を養う手法として有用………81.5％　▶高い研究能力や課題設定・分析能力を養う手法として有用………90%強
  ▶日本型の研究室中心教育の途上国への導入は有用………75％
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インドネシア「スラバヤ工科大学情報技術高度人材育成プロジェクト・フェーズ 2」 （2012 年～2014 年）
●LBE普及を主目的にしたプロジェクトの事例
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・LBEガイドラインの策定（LBEの定義と認定基準を可視化）
・LBE研究室の認定（定義を満たしている研究室を認定）
・LBEの経験共有セミナーの開催
・LBEのモニタリング・評価（ガイドラインの策定と実践）
・優秀LBE研究室の表彰（優れた実践例を表彰）
・LBE認定研究室の研究活動支援
　（パテント申請、国際ジャーナルへの論文投稿、外部資金申請等）
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・LBE認定研究室の研究活動の活性化

　LBE認定研究室（全50研究室）のうち、

　9割が外部資金獲得に成功、

　8割が国際ジャーナルに論文投稿

・LBE認定研究室の教育機能の向上

　6割の学生がLBEに満足し、学生の修学期間も短縮

　（LBE学生4.03学期 ⇔ 一般学生4.4.学期）
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